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４．震源を特定せず策定する地震動 
   ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 
   ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 
   ４．３ 「震源を特定せず策定する地震動」の策定 
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４．震源を特定せず策定する地震動 

 震源を特定せず策定する地震の検討概要 

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に示される１６地震 

地質・地質構造等の地域性に基づき考慮する

地震（表中のNo.1及び2の地震） 

Ｍｗ6.5以上の地震（２地震） 

審査ガイドに示される16地震 

原子力規制委員会(2013)「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査
ガイド」より抜粋 

震源域と発電所周辺の地域性の検討 

・2008年岩手・宮城内陸地震 

 地域差があり観測記録の収集対象外 

・2000年鳥取県西部地震 

 発電所周辺の地震のため観測記録の収集対象 

  〔対象観測点〕 K-NET江府，K-NET日南 
            KiK-net日野，KiK-net伯太 
            賀祥ダム（監査廊） 

震源を特定せず策定する地震動 

2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の

観測記録 

全国共通に考慮すべき地震 

（表中のNo.3～16の地震） 

Ｍｗ6.5未満の地震（１４地震） 

影響の大きい地震観測記録 

・加藤ほか（2004）の応答スペクトルとの比較に

より，影響の大きい観測記録を選定 

〔選定記録〕 

 2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町) 
 2013年栃木県北部地震(KiK-net栗山西) 
 2011年和歌山県北部地震(KiK-net広川) 
 2011年茨城県北部地震(KiK-net高萩) 
 2011年長野県北部地震(K-NET津南) 

信頼性のある基盤地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町)

の検討結果［佐藤ほか(2013)，追加検討4ｹｰｽ］ 

震源を特定せず策定する地震動 

2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町)

の検討結果に保守性を考慮した地震動 

 敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内
の地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの観点から，「震源を特定せず策定する地震動」を考慮する。 

 審査ガイドでは，上記地震動として，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震について得られた
震源近傍における観測記録の収集を要求しており，例として示される16地震について，以下のフローのとおり検討した。 

 なお，それ以外の地震については，加藤ほか（2004）による応答スペクトルで代表させた。 

Mw6.5以上の地震（２地震） Mw6.5未満の地震（１４地震） 
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 2008年岩手・宮城内陸地震の震源域周辺及び島根原子力発電所周辺における地質・地質構造等を
整理した結果，両地域の地質・地質構造等の特徴が異なっていることから，2008年岩手・宮城内陸
地震については観測記録の収集対象外とする。 

項 目 
2008年岩手・宮城内陸地震の 
震源域周辺 

島根原子力発電所周辺 

地質・地質構造 

・新第三紀以降の火山岩，堆積岩
が厚く分布 

・現在の応力場に調和的に褶曲・ 
撓曲構造が発達 

・主に新第三紀の堅固な堆積岩
が厚く分布 

・現在の応力場に調和しない褶
曲・撓曲構造が認められる 

断層センス 逆断層が卓越 横ずれ断層が卓越 

ひずみ集中帯 ひずみ集中帯に位置 ひずみ集中帯ではない 

地震地体構造区分 東北日本弧外帯と内帯の境界 隠岐・対馬海域 

日本列島の 
変動タイプ 

褶曲断層山脈に位置 曲隆山地に位置 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （１） 2008年岩手・宮城内陸地震 

第121回審査会合資料1 P14 再掲 
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 Mw6.5以上の地震のうち2000年鳥取県西部地震については，島根原子力発電所周辺地域で発生
した地震であるため，震源近傍における観測記録を収集する。 

 K-NET観測点のうち，AVS30が500m/s程度のTTR007（江府）及びTTR009（日南）の観測記録は，
加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る。 

水平方向 鉛直方向 

TTR007（江府）NS       TTR007（江府）EW 
TTR009（日南）NS       TTR009（日南）EW 
加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

TTR007（江府） 
TTR009（日南） 
加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

K-NET各観測記録の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトルの比較 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 第121回審査会合資料1 P21加筆・修正 
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 2000年鳥取県西部地震の震源近傍における観測記録を収集し，島根原子力発電所の「震源を特
定せず策定する地震動」として考慮している加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較したところ，
TTRH02（日野），SMNH01（伯太）及び賀祥ダム（監査廊）の観測記録が加藤ほか（2004）の応答ス
ペクトルを上回ったことから，それらの観測記録について詳細に検討を行う。 

水平方向 鉛直方向 

TTRH02（日野） 
SMNH01（伯太） 
賀祥ダム  
加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

TTRH02（日野）NS       TTRH02（日野）EW 
SMNH01（伯太）NS       SMNH01伯太）EW 
賀祥ダム NS          賀祥ダム EW 
加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
加藤ほか(2004) Vs=2.2km/s 

賀祥ダム（監査廊）等の観測記録の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトルの比較 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討 

 （２） 2000年鳥取県西部地震 

第121回審査会合資料1 P32 再掲 
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 震源近傍における防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-net観測点の観測記録，賀祥ダム（監査廊）の観
測記録に基づく検討結果より，賀祥ダム（監査廊）の観測記録で代表可能であることから，賀祥ダム（監査
廊）の観測記録を震源を特定せず策定する地震動として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．１ Mw6.5以上の地震（２地震）に関する検討  

 （２） 2000年鳥取県西部地震 

賀祥ダム（監査廊） 
K-NET KiK-net 

TTR007（江府） TTR009（日南） TTRH02（日野） SMNH01（伯太） 

観
測
記
録 

観測点位置 ダム（監査廊）EL.87m 地表 GL.0m 地表 GL.0m 
   地表 GL.0m 
   地中 GL.-100m 

   地表 GL.0m 
   地中 GL.-101m 

最大加速度値 
※（）内は地中 

NS：528cm/s2 
EW：531cm/s2 

UD：485cm/s2 

NS：725cm/s2 
EW：573cm/s2 

UD：404cm/s2 

NS：629cm/s2 
EW：595cm/s2 

UD：289cm/s2 

NS：927（357）cm/s2 
EW：753（575）cm/s2 

UD：776（318）cm/s2 

NS：720（185）cm/s2 
EW：607（274）cm/s2 

UD：631（196）cm/s2 

観測記録の 
特徴・特性 

・観測記録のH/Vスペクトルよ
り地盤の非線形性の影響は
見られない 
 

・観測記録のH/Vスペクト
ルより表層地盤の非線
形性の影響が含まれる 
 

・観測記録のH/Vスペクト
ルより表層地盤の非線
形性の影響が含まれる 
 

・地表観測記録には観測
小屋の影響，地中観測
記録にはセンサー共振
の影響が含まれる 

・山添ほか（2004），セン
サー更新後の観測記録
による検討に基づいて
地中観測記録を再現 

○ × × × ○ 

観
測
点
の
地
盤 

地盤情報 ・ダム堤体はVs=1.2～1.3km/s
のCM級岩盤に設置 

・解放基盤相当までの地
盤情報無し 

・解放基盤相当までの地
盤情報無し 

・KiK-netの地盤情報 ・KiK-netの地盤情報 

地盤特性 

・島根原子力発電所の解放基
盤表面（Vs=1.52km/s）に比べ
て速度の遅い岩盤 

・地盤モデルに関する既
往の知見無し 

・地盤モデルに関する既
往の知見無し 

・KiK-net地盤情報と観測
記録に基づく伝達関数
が整合しない 

・地盤の2次元性の影響
が指摘されている 

・KiK-net地盤情報と観測
記録に基づく伝達関数
は概ね整合している 

○ × × × ○ 

は
ぎ
と
り
解
析 

基盤地震動の 
推定 

・非線形性の影響は見られな
い岩盤上の記録であり，観
測記録をそのまま解放基盤
波として採用可能 

・信頼性の高い地盤情報
がないことから，精度の
良い基盤地震動の推定
は困難 

・信頼性の高い地盤情報
がないことから，精度の
良い基盤地震動の推定
は困難 

・山添ほか（2004）により
観測記録を一次元波動
論では説明はできず，
精度の良い基盤地震動
の推定は困難 

・山添ほか（2004），セン
サー更新後の観測記録
を用いた検討に基づい
て島根原子力発電所の
解放基盤相当の地震波
を推定 

○ × × × ○※ 

2000年鳥取県西部地震の観測記録を用いた基盤地震動の検討 

※解放基盤波の応答スペクトルの比較から，賀祥ダム（監査廊）の観測記録で代表可能である。 
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 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」において，震源を特定せず策定する地震動の
収集対象とされている16地震のうち，Mw6.5未満の14地震を対象として，震源近傍における観測 
記録を収集する。 

 収集対象としては，防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-net観測点の観測記録のうち，以下の 
条件に適合するものとする。 

   ・ 断層最短距離（断層面が把握できていない地震は震源距離）が30㎞以内の観測点 

   ・ AVS30（Kanno et al.(2006)）が500m/s以上の観測点（地盤条件が不明な観測点は       
全て収集対象に含める） 

 

上記条件の震源近傍における観測記録を収集すると，観測記録は137記録となる。  

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

第121回審査会合資料1 P54 再掲 
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 14地震の観測記録（地表）の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較
する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

水平方向 

14地震の観測記録（地表）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

鉛直方向 

    加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
    加藤ほか(2004) Vs=5.2km/s 

    加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
    加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

第121回審査会合資料1 P55 再掲 
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水平方向 鉛直方向 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 観測記録の収集・整理 

14地震の観測記録（地中）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

 14地震の観測記録（地中）の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか（2004）の応答スペクトルと比較
する。 

    加藤ほか(2004) Vs=0.7km/s 
    加藤ほか(2004) Vs=5.2km/s 

    加藤ほか(2004) Vp=2.0km/s 
    加藤ほか(2004) Vp=4.2km/s 

第121回審査会合資料1 P56 再掲 
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 収集した観測記録のうち，敷地に与える影響が大きいと考えられる観測記録を用いて基盤地震動
を検討する。 

 KiK-net観測点の地中記録の２倍が基盤地震動に相当すると仮定し，加藤ほか（2004）の応答スペ
クトルと比較すると，2011年和歌山県北部地震・WKYH01（広川），2013年栃木県北部地震・TCGH07
（栗山西），2011年茨城県北部地震・IBRH13（高萩）の観測記録が，加藤ほか（2004）の応答スペク 
トルを上回る。 

14地震の観測記録（地中×２）の応答スペクトルと加藤ほか（2004）の応答スペクトル 

NS成分 EW成分 UD成分 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 KiK-net観測点における基盤地震動 

第121回審査会合資料1 P57 再掲 
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 Mw6.5未満の14地震について，収集対象のK-NET及びKiK-net観測点における観測記録と加藤ほか（2004）
の応答スペクトルを比較し，影響が大きいと考えられる５地震を選定し，それらの検討結果を以下に示す。 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の観測記録については，信頼性のある基盤地震動が評価で
きたと考えられることから，震源を特定せず策定する地震動として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 Mw6.5未満の地震に関する検討（５地震） 

Mw6.5未満の５地震の検討結果 

第121回審査会合資料1 P120 加筆・修正 

北海道留萌支庁南部地震

2004/12/14，14:56，Mw5.7

栃木県北部地震

2013/02/25，16:23，Mw5.8

和歌山県北部地震

2011/07/05，19:18，Mw5.0

茨城県北部地震

2011/03/19，18:56，Mw5.8

長野県北部地震

2011/03/12，03:59，Mw6.2

HKD020（港町） TCGH07（栗山西） WKYH01（広川） IBRH13（高萩） NIG023（津南）

使用モデル
・佐藤ほか(2013)のボーリング

　結果に基づく地盤モデル

・KiK-net観測記録に基づく

　地盤同定モデル

・KiK-net観測記録に基づく

　地盤同定モデル

・KiK-net観測記録に基づく

　地盤同定モデル

・地盤情報が少なく，地盤　

　モデルを構築できない

・微動探査による地盤デー

　タと整合

・知見で指摘されている非

　線形性を考慮

・KiK-net地盤データと整合

　しない

・知見で指摘されている減

　衰，方位依存性の影響が

　不明

・KiK-net地盤データと整合

　しない

・知見で指摘されている減

　衰の影響が不明

・観測記録の伝達関数及び

　KiK-net地盤データと整合

　しない

・知見で指摘されている減

　衰の影響が不明

・地盤モデルに関する既往

　の知見がない

○ × × × ×

更なる知見収

集・検討事項
―

・地盤モデルの改良

・知見で指摘されている特

　性に係るデータの取得と

　影響度合いの評価

・地盤モデルの改良

・知見で指摘されている特

　性に係るデータの取得と

　影響度合いの評価

・地盤モデルの改良

・知見で指摘されている特

　性に係るデータの取得と

　影響度合いの評価

・地質調査，微動探査等に

　よる地盤情報の取得

解析手法
・非線形性を考慮した等価

　線形解析
・線形解析 ・線形解析 ・線形解析

・地盤モデルが構築できな

　いため，解析できない

・観測記録と整合
・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

・はぎとり解析の適用性が

　不明

○ × × × ×

更なる知見収

集・検討事項
―

・地表及び地中観測記録の

　再現解析

・地表及び地中観測記録の

　再現解析

・地表及び地中観測記録の

　再現解析
・地表観測記録の再現解析

○ × × × ×結果の信頼性

観測点

既往の知見と

の整合性

精度

地

盤

モ

デ

ル

は

ぎ

と

り

解

析
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 佐藤ほか（2013）では，K-NET港町観測点について，GL-6mまでの室内試験結果を考慮した非線形解析を
行い（GL-6m以深は線形解析を仮定，減衰定数は1％に設定），GL-41mの基盤面における基盤地震動を
評価。 

 佐藤ほか（2013）の評価結果について妥当性を確認するため，以下の検討ケースを追加で実施。 

  ① 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に，GL-6mからGL-41mまでの室内試験結果が得られたことから， 

         その結果を用い，GL-41mまで非線形性を考慮して水平方向の基盤地震動を評価。 

  ② 不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，GL-6mまで非線形，GL-6m以深は減衰定数を3％として 

         水平方向の基盤地震動を評価。 

  ③ 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に，PS検層の再測定結果が得られたことから，その結果を用い， 

         地盤モデルを変更して鉛直方向の基盤地震動を評価（解析方法は佐藤ほか（2013）と同様）。 

  ④ K-NET港町観測点における地下水位の状況を踏まえ，GL-6mまではポアソン比一定，GL-6m以深は 

         体積弾性率一定として鉛直方向の基盤地震動を評価。 

 上記の佐藤ほか（2013）及び検討ケース①～④の基盤地震動の評価結果※を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 以上の基盤地震動の検討結果のうち，最大加速度値は水平方向ではケース②（609cm/s2），鉛直方向で
はケース③（306cm/s2）が最も大きくなった。これらの基盤地震動について，原子力発電所の耐震性に求
められる保守性を勘案し，加速度時刻歴波形を水平方向は620cm/s2，鉛直方向は320cm/s2に基準化（位
相特性を変えずに振幅特性のみ変更）し，その地震動を震源を特定せず策定する地震動として考慮する。 

４．震源を特定せず策定する地震動 ４．２ Mw6.5未満の地震（14地震）に関する検討 

 2004年北海道留萌支庁南部地震 

佐藤ほか
（2013） 

追加検討 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ 

水平方向 585cm/s2 561cm/s2 609cm/s2 － － 

鉛直方向 296cm/s2 － － 306cm/s2 262cm/s2 

2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動の評価結果 

※島根原子力発電所の解放基盤表面に
おけるＳ波速度（1,520m/s）およびＰ波速
度（3,240m/s）は，ＰＳ検層結果から得ら
れているK-NET港町観測点の解放基盤
表面相当のＳ波速度（938m/s）およびＰ
波速度（2,215m/s）を上回っている。 
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４．震源を特定せず策定する地震動 ４．３「震源を特定せず策定する地震動」の策定 

 「震源を特定せず策定する地震動」の策定 

水平方向 

震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

鉛直方向 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果 
 に保守性を考慮した地震動 

2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録 
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震源を特定せず策定する地震動の加速度時刻歴波形 
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）

 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に示される16地震の各観測記録の分析結果に基づき，
震源を特定せず策定する地震動として， 2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監査廊）の観測記録及び
2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動を設定するととも
に，加藤ほか（2004）による応答スペクトルを設定する。 
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５．基準地震動の策定 
  ５．１敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 
  ５．２敷地ごとに震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 
  ５．３基準地震動の策定のまとめ 
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 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動として，検討用地震の応答スペクトル手法による地震動評価結果を包
絡する基準地震動Ｓｓ-Ｄの設計用応答スペクトルを設定。この設計用応答スペクトルは，断層モデル手法による地震動評価結果を全
て包絡させている。 

    なお，鉛直方向の設計用応答スペクトルは，水平方向の2/3倍を下回らないように設定している。 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 1/4 

 審査ガイドでは，応答スペクトルに基づく手法による基準地震動は，検討用地震ごとに評価した応答スペクトルを下回らないように作
成することを要求。 
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 宍道断層による地震［応答スペクトル］

 F-Ⅲ断層+Ｆ-Ⅳ断層+F-Ⅴ断層による地震［応答スペクトル］

 基準地震動Ss-DH
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 F-Ⅲ断層+Ｆ-Ⅳ断層+F-Ⅴ断層による地震［応答スペクトル］

 基準地震動Ss-DV

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び応答スペクトル手法による地震動評価結果の応答スペクトルの比較 

水平方向：Ss-DH 鉛直方向：Ss-DV 

0.020 0.050 0.087 0.14 0.20 0.29 0.60 1.75 5.00

Ss-DH 速度 (cm/s) 2.611 10.35 25.62 41.22 45.63 61.16 108.5 170.0 170.0

Ss-DV 速度 (cm/s) 1.742 6.939 17.08 27.48 32.88 45.10 72.34 113.4 113.4

周期(s)
Ss-D

ｺﾝﾄﾛｰﾙ
ﾎﾟｲﾝﾄ
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1

0.1
Tb Tc Td0

Tb=10
0.5M-2.93 

Tc-Tb=10
0.3M-1.0 

Td-Tc=10
0.17M+0.54logXeq-0.6 

   
 

 
    

 

  

 

 
 

(T/Tb)2   
 

 
振幅包絡線：E(T)= 1.0   
 

)TT(
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)1.0ln (
c

cde
−

−   

 

 
 

  0≦T≦Tb 
 

 
   Tb≦T≦Tc 

 

 Tc≦T≦Td 

振幅包絡線 ： 

模擬地震波 
最大加速度 

（cm/s2） 
マグニチュード 

Ｍ 
等価震源距離 

Xeq（km） 

振幅包絡線の経時的変化（ｓ） 

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ（継続時間） 

Ｓｓ－ＤＨ 820 
7.7 17.3 8.3 28.7 60.0 

Ｓｓ－ＤＶ 547 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 2/4 

検討用地震のM，Xeq及び振幅包絡線の経時的変化 

地震動評価ケース マグニチュード 
Ｍ 

等価震源距離 
Ｘｅｑ（km） 

振幅包絡線の経時的変化（ｓ） 

Tb Tc Tc-Tb Td（継続時間） 

基本震源モデル 
（Ｍ：松田（1975）） 

7.6 17.3 7.4 26.5 19.1 49.4 

基本震源モデル  
（Ｍ：武村（1990）） 7.7 17.3 8.3 28.7 20.4 52.6 

断層傾斜角の不確かさを考慮したケース  
（Ｍ：松田（1975）） 

7.6 16.7 7.4 26.5 19.1 49.0 

基本震源モデル  
（Ｍ：松田（1975）及び武村（1990）） 7.5 8.8 6.6 24.4 17.8 39.7 

※宍道断層による地震は耐専式の適用外としているが，参考に基本震源モデルについて記載。 
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する。 
 振幅包絡線の経時的変化については，Noda et al.（2002）に基づき，以下に示す耐専式を適用する検討用地震の地震動評価ケース

のうち，継続時間が長くなるように「F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層による地震の基本震源モデル（Ｍ：武村（1990））」の諸元により
設定する。なお，Td（継続時間）は同ケースの算定結果［52.6(s)］よりも安全側に長く［60.0(s)］設定する。 

（
参

考
）
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の加速度時刻歴波形  

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 3/4 
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 基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波の速度時刻歴波形  
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 作成した基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認した。 

• 目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比が全周期帯で0.85以上 

• 応答スペクトル強さの比（SI比）が1.0以上 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの応答スペクトル比 

水平方向：Ss-DH 

SI ：応答スペクトル強さ（減衰定数h=５％） 
SI ：設計用模擬地震波の速度応答スペクトル(cm/s) 
SI ：目標とする設計用速度応答スペクトル(cm/s) 
T  ：固有周期（秒） 

)(TSv

)(TSv

∫
∫

5.2
1.0

5.2
1.0

)(
)(
dtTS
dtTS

v

v
SI比： 

応答スペクトル SI比 
（周期0.1～2.5秒） 

Ss-DH 1.00 

Ss-DV 1.00 

応答スペクトル強さの比（SI比） 

鉛直方向：Ss-DV 

５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （１） 応答スペクトル手法による基準地震動 4/4 第549回審査会合資料1 P12 再掲 



176 
５．基準地震動の策定  ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（検討に用いる地震動の選定） 

 断層モデル手法による基準地震動の検討において，震源が敷地に近い地震については断層モデルを用いた手法を重視する観点から，宍道断層
による地震の断層モデル手法による地震動評価結果のうち，施設の耐震設計に最も重要な水平方向の応答スペクトルのピークに着目し， 下図
に示す対象周期帯において，基準地震動Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに近接しているものを選定する。ここで，対象周期帯とは，原子炉を「止
める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込める」ための主要な施設の固有周期が存在する，原子炉建物の固有周期より短周期側の周期帯のことを
いう。 

 選定した宍道断層による地震の水平方向の以下の８波に対応する「中越沖地震の短周期レベルの不確かさを考慮したケース：破壊開始点２，４，
５，６の４ケース」と「破壊伝播速度と横ずれ断層の短周期レベルの不確かさの組合せケース：破壊開始点３の１ケース」の合計５ケースの破壊開始点の水平
方向（ＮＳ，ＥＷ成分）の地震動評価結果を選定し，地震動の諸特性を検討する。 

       【選定した宍道断層による地震の水平方向の地震動評価結果】 

             ・中越沖地震の短周期レベルの不確かさを考慮したケース 
              破壊開始点（成分）： ２（NS），２（EW），４（NS），４（EW），５（NS），５（EW），６（EW）  →  ２，４，５，６ 
           ・破壊伝播速度と横ずれ断層の短周期レベルの不確かさの組合せケース 
              破壊開始点（成分）： ３（EW）  →  ３ 
       

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び宍道断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果の応答スペクトルの比較【水平方向】 
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＜宍道断層による地震の破壊開始点＞ 

 ▼

島根原子力発電所 

5 4 

3 
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2 

1 

剛な機器 
原子炉格納容器・ 
残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ 原子炉建物１次（NS） 

制御棒の挿入性・ 
原子炉建物１次（EW） 

主蒸気系配管 

原子炉圧力容器・ 
残留熱除去系配管 炉心支持構造物 

原子炉建物２次（NS） 
原子炉建物２次（EW） 

水平方向 

対象周期帯 

  

 基準地震動Ss-DH
 宍道断層［断層モデル］

破壊開始点２(NS成分) 破壊開始点２(EW成分)
破壊開始点４(NS成分) 破壊開始点４(EW成分)
破壊開始点５(NS成分) 破壊開始点５(EW成分)
破壊開始点６(EW成分)

○宍道断層：中越沖地震の短周期レベル

○宍道断層：破壊伝播速度と横ずれ断層の短周期レベルの組合せ
破壊開始点３(EW成分)
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 選定した宍道断層による地震の水平方向の断層モデル手法による地震動評価結果（５ケースの破壊開始点）について，最大加速度
値は「中越沖地震の短周期レベルの不確かさを考慮したケースの破壊開始点６」が最も大きい。また，応答スペクトル比は対象周期
帯①，②とも 「中越沖地震の短周期レベルの不確かさを考慮したケースの破壊開始点５」が最も大きい。 

５．基準地震動の策定 ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（最大加速度値と応答スペクトルに関する検討：宍道断層（水平方向）） 

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び選定した断層モデル手法による地震動評価結果の加速度応答スペクトルの比較 【水平方向（実線：NS成分，点線：EW成分）】 

※施設の設計では，水平方向の各成分の建物
応答のうち，大きい方の値を用いる方針とし
ているため，水平方向の応答スペクトル比の
算定においては，施設への影響を考慮し，対
象周期帯の各周期の地震動レベルが大きい
方の応答スペクトル（下図の赤線）を用いる。 

基準地震動Ss-D 
NS成分 
EW成分 
NS，EW成分のうち 
大きい成分 

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

［破壊伝播速度と横ずれ断層の短周期レベルの組合せ］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点３ 

破壊開始点３ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.832  ②：0.833 

最大加速度値 
  587cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

基準地震動Ss-D  
破壊開始点６ 

［中越沖地震の短周期レベル］ 

破壊開始点６ 

最大加速度値 
  777cm/s2    

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.806  ②：0.782 

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）

0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

［中越沖地震の短周期レベル］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点５ 

破壊開始点５ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.864  ②：0.866 

最大加速度値 
  560cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）

0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

基準地震動Ss-D  
破壊開始点４ 

［中越沖地震の短周期レベル］ 

破壊開始点４ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

応答スペクトル比 
①：0.833  ②：0.795 

最大加速度値 
  637cm/s2   

加速度（cm/s2）
h=0.05

周期（s）
0.01 0.1 1 10
0

1000

2000

［中越沖地震の短周期レベル］ 

基準地震動Ss-D  
破壊開始点２ 

応答スペクトル比 
①：0.803  ②：0.823 

破壊開始点２ 

対象周期帯② 

対象周期帯① 

最大加速度値 
  698cm/s2   

 対象周期帯①： 剛な機器を除く主要な施設の固有周期全体を考慮した周期帯 
 対象周期帯②： 原子炉建物の1次，2次固有周期及び炉内構造物等の主要な施設の固有周期を考慮した周期帯 
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基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の加速度時刻歴波形 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の擬似速度応答スペクトル 

 

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H(NS成分)
 基準地震動Ss-F1H(EW成分)
 基準地震動Ss-F2H(NS成分)
 基準地震動Ss-F2H(EW成分)  

 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V

水平方向：Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分） 

水平方向：Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分） 

549 

560 

水平方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分） 

水平方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分） 

鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｖ 
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基準地震動Ｓｓ－Ｆ１ 

基準地震動Ｓｓ－Ｆ２ 

水平方向 鉛直方向 

５．基準地震動の策定 ５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動  

 （２） 断層モデル手法による基準地震動（まとめ）  

 断層モデル手法による基準地震動は，施設に与える影響の観点から地震動の諸特性を考慮し，応答スペクトルのピークが基準地震動
Ｓｓ－Ｄに接近し，かつ地震動レベルが大きいケースの地震動評価結果をＳｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２として設定。  
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 震源を特定せず策定する地震動と，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価結果に基づき設定した基準地震動Ｓｓを比較
する。 

５．基準地震動の策定 ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動  

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 1/2 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動及び2000年鳥取県西部地震の賀祥ダム（監
査廊）の観測記録は，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価結果に基づき設定した基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを一
部の周期帯で上回ることから，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２として設定する。加藤ほか（2004）による応答スペクトルについては，
基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを全周期帯において下回ることから，基準地震動に選定しない。 

基準地震動Ｓｓ-Ｄ，基準地震動Ｓｓ－Ｆ及び基準地震動Ｓｓ－Ｎ１・Ｓｓ－Ｎ２の比較 
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 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］
 加藤ほか（2004）による応答スペクトル
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 基準地震動Ｓｓ－Ｎの加速度時刻歴波形  

５．基準地震動の策定 ５．２ 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動  

 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 2/2 
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基準地震動 水平方向（NS成分） 水平方向（EW成分） 鉛直方向 

Ｓｓ－Ｄ 

敷地ごとに震源を特定して策定 
する地震動による基準地震動 
 応答スペクトル手法による   
 基準地震動 

Ｓｓ－Ｆ１ 

 敷地ごとに震源を特定して策定 
 する地震動による基準地震動 
断層モデル手法による基準地震動 

宍道断層による地震の中越沖 
地震の短周期レベルの不確かさ 

   破壊開始点５ 

Ｓｓ－Ｆ２ 

 敷地ごとに震源を特定して策定 
 する地震動による基準地震動 
断層モデル手法による基準地震動 

宍道断層による地震の中越沖 
地震の短周期レベルの不確かさ 

   破壊開始点６ 

Ｓｓ－Ｎ１ 

震源を特定せず策定する地震動 
による基準地震動 
  2004年北海道留萌支庁南部地 

  震（K-NET港町）の検討結果に 
  保守性を考慮した地震動 

Ｓｓ－Ｎ２ 

震源を特定せず策定する地震動 
による基準地震動 

  2000年鳥取県西部地震の賀祥 
  ダム（監査廊）の観測記録 
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最大820（cm/s2） 最大547（cm/s2） 

最大777（cm/s2） 最大522（cm/s2） 最大426（cm/s2） 

最大560（cm/s2） 最大549（cm/s2） 最大337（cm/s2） 

 基準地震動の最大加速度値を以下に示す。  
基準地震動の最大加速度値 
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最大620（cm/s2） 最大320（cm/s2） 

最大531（cm/s2） 最大485（cm/s2） 最大528（cm/s2） 

※ 表中のグラフは各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度（cm/s2），横軸：時間（s）］ 

５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（最大加速度値）  
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５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（応答スペクトル） 1/2 

 策定した基準地震動の応答スペクトル（擬似速度）を以下に示す。  

10
00

0

変
位

周期

速
度

加
速
度

10
00

100
10

1

0.1

0.01

0.001

(h=0.05)

(cm/s)

(cm
/s )

(cm)

(s)

2

10
00

00 20
00

50
0

20
0

10
0

50

10

0.1

1

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

10
00

0

変
位

周期

速
度

加
速
度

10
00

100
10

1

0.1

0.01

0.001

(h=0.05)

(cm/s)

(cm
/s )

(cm)

(s)

2

10
00

00 20
00

50
0

20
0

10
0

50

10

0.1

1

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

基準地震動の擬似速度応答スペクトルの比較 
水平方向 鉛直方向 

 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］

 

 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
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５．基準地震動の策定 ５．３ 基準地震動の策定のまとめ  

 基準地震動の策定のまとめ（応答スペクトル） 2/2 

 策定した基準地震動の応答スペクトル（加速度）を以下に示す。  
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基準地震動の加速度応答スペクトルの比較 

水平方向 鉛直方向 

 

 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1H］

 基準地震動Ss-DH
 基準地震動Ss-F1H（NS成分）
 基準地震動Ss-F1H（EW成分）
 基準地震動Ss-F2H（NS成分）
 基準地震動Ss-F2H（EW成分）

 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：NS成分）［基準地震動Ss-N2H（NS成分）］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録：EW成分）［基準地震動Ss-N2H（EW成分）］

 

 基準地震動Ss-DV
 基準地震動Ss-F1V
 基準地震動Ss-F2V
 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）保守性考慮した地震動［基準地震動Ss-N1V］
 2000年鳥取県西部地震（賀祥ダム観測記録）［基準地震動Ss-N2V］
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６．基準地震動の年超過確率の参照 
   ６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針 
   ６．２ 特定震源モデル 
   ６．３ 領域震源モデル 
   ６．４ 地震動伝播モデル 
   ６．５ ロジックツリー 
   ６．６ 地震ハザード評価結果 
   ６．７ 年超過確率の参照 
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 基本方針 

一般社団法人日本原子力学会「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準（以下「地震PRA実施基準」とい
う）：2015※１」に基づき，専門家活用水準１※２として地震ハザード評価を実施し，基準地震動の応答スペクトルがどの程度の年超過確率に相当する
かを確認する。 

 震源モデルの設定 

 震源モデルとしては，特定震源モデルと領域震源モデルを設定する。モデルの設定においては，敷地周辺の地質調査結果及び各種知見を参考

にする。また，地震発生層については地震調査研究推進本部(2017)による地震発生層の設定値（上限深さ：2km，下限深さ：15km），片尾・吉井
(2002)による2000年鳥取県西部地震（余震）の震源鉛直分布（上限深さ：約3km，下限深さ：約12km）等の知見より上限深さは2km，下限深さは
15kmと考えられるが，参考の位置付けの文献である地震調査研究推進本部(2016)による地震発生層の下限深さD90（15～20km）等の知見を踏ま
え，決定論と同様に上限深さは2km，下限深さは安全側に20kmに設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震動伝播モデルの設定 

特定震源モデルのうち「宍道断層による地震」及び「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震」は，断層モデルを用いた手法と距離減衰
式の両者を用い，それ以外の震源モデルは距離減衰式を用いる。距離減衰式としては，基本的に耐専式を用いるが，震源が敷地に近く耐専式の適
用範囲外となる「宍道断層による地震」はAbrahamson et al.(2014)を用いる。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針 

 確率論的地震ハザードの評価方針  

  

 

 
 

 

 
  

 
   

  

  

 

  

  

  

※1  審査ガイドにおいて，地震ハザード評価に関する知見の代表例として地震PRA実施基準2007年版が示されているが，2015年版において，サイト周辺の深部地下構造のモデル化の影響を考慮すること
や巨大地震（海溝型地震）に伴う大きな余震及び誘発地震を考慮すること等の改定がなされていることから，最新の2015年版を用いる。なお，島根原子力発電所の地震ハザード評価において，改定内
容のうちサイト周辺の深部地下構造の影響については検討し，特異な増幅がないことを把握した上で考慮せず，また，敷地に影響を及ぼす海溝型地震については存在しないことから考慮していない。 

※2  地震ハザードの不確実さへの影響が比較的小さい水準を想定し，ＴＩ（Technical Integrator，ロジックツリーの技術的な纏め役）が文献レビュー及び自らの経験に基づきコミュニティ分布（科学的集団が総
合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）を評価し，ロジックツリーを作成する。 

※3  検討用地震の選定において対象とした活断層のうち，検討用地震及び孤立した短い活断層以外の活断層のことをいう。 

 ロジックツリーの作成 

震源モデル及び地震動伝播モデルにおいて，地震ハザード評価に大きな影響を及ぼす認識論的不確実さを選定し，ロジックツリーを作成する。 
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震源モデル モデルの設定

特
定
震
源

検討用地震

宍道断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)，［新編]日本の活断層，今泉ほか(2018)に基づき
設定

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋
Ｆ－Ⅴ断層による地震 地質調査結果，防災科学技術研究所の広帯域地震観測網（F-net）に基づき設定

検討用地震
以外

主要な活断層※３による地震 地質調査結果，［新編]日本の活断層に基づき設定

その他の活断層による地震 地質調査結果，地震調査研究推進本部（2016），[新編]日本の活断層に基づき設定

領
域
震
源

領域区分 萩原(1991)，垣見ほか(2003)に基づき設定

最大マグニチュード 領域区分内で発生した既往最大

発生頻度 気象庁カタログのデータに基づきＧ－Ｒ式により算定
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 特定震源モデルとしては，敷地から100km以内に位置する敷地周辺の地質調査結果に基づいて評価した活断層，
地震調査研究推進本部(2016)に掲載されている活断層及び「［新編］日本の活断層」に掲載されている確実度Ⅰ 
及びⅡの活断層を対象に設定する。 

【検討用地震の対象活断層】 
宍道断層 

【検討用地震以外の対象活断層】 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

主要な活断層 
その他の活断層 

 

  
 

 
  

 
 

  
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

対象活断層の分布 

対象活断層の一覧表 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 対象活断層  

No. 断層名
断層長さ

(km)

1 宍道断層 39
2 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 48
3 大社衝上断層 28

4 ＦＫ－１断層 19

5 Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層 36

6 Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 19
7 鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層 98
8 大田沖断層 53
9 Ｆ５７断層 108
10 田の戸断層 5

11 大船山東断層 4

12 仏経山北断層 5

13 東来待－新田畑断層 11

14 柳井断層 2

15 三刀屋北断層 7

16 半場－石原断層 5

17 布部断層 8

18 東忌部断層 3

19 山王寺断層 3

20 大井断層 5

21 Ｆｈ－１断層 7

22 Ｆｈ－２断層 5

23 Ｆｈ－３断層 5.5

24 Ｆｈ－４断層 4.5

25 鹿野－吉岡断層 26

26 那岐山断層帯 32

27 筒賀断層 58

28 日南湖断層 13

29 岩坪断層 10

30 安田断層 5

31 角ヶ山南断層 6

32 債原断層 3.3

33 尾田断層 2.5

34 大立断層 1

35 庄原断層 10

36 上布野・二反田断層 7

37 山内断層 8

38 畠敷南断層 5

39 船佐断層 6

主要な
活断層

その他
の

活断層

分類

検討用地震

検
討
用
地
震
以
外

36° 

35° 

132° 134° 133° 

0  10km 縮尺 

132° 133° 134° 

35° 

N 

36° 
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132.50ﾟ

132.50ﾟ

132.75ﾟ

132.75ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

133.25ﾟ

133.25ﾟ

133.50ﾟ

133.50ﾟ

35.25ﾟ 35.25ﾟ

35.50ﾟ 35.50ﾟ

35.75ﾟ 35.75ﾟ

 

宍道断層 
島根原子力発電所 

N 

0       10      20 km  

1 

156.0km2 
49.0km2 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

： 不確かさを考慮したケース        ： 不確かさの組合せケース 

 検討用地震のうち「宍道断層による地震」の震源モデルについては，決定論による「敷地ごとに震源を特定して 
策定する地震動」の評価において基本震源モデル及び認識論的不確かさとして考慮した以下の評価ケースを 
ロジックツリーの分岐として考慮する。なお，アスペリティ位置の不確かさについては，感度解析を行った結果， 
その不確かさを考慮した場合と考慮しない場合の宍道断層による地震の平均ハザード曲線は同程度であり，  
地震ハザード評価に大きな影響を及ぼさないことから，ロジックツリーの分岐として考慮しない。（補足説明資料
154～156ページ参照。） 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍｗは，入倉・三宅(2001)により断層面積から算出する方法及び武村(1998)により
断層長さから算出する方法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

特
定
震
源 

評価ケース 

地震規模Ｍｗ 

入倉・三宅
(2001) 

武村 
(1998) 

宍
道 
断
層 
に
よ
る 
地
震 

基本震源モデル※1 6.9 7.1 

断層傾斜角（70°） 6.9 7.1 

破壊伝播速度（0.87Vs）  ―※2 

すべり角（150°）  ―※2 

アスペリティ（一塊：正方形）  ―※2 

アスペリティ（一塊：縦長）  ―※2 

中越沖地震の短周期レベル（レシピ×1.5倍）  ―※2 

断層傾斜角（70°）＋破壊伝播速度（0.87Vs）  ―※2 

断層傾斜角（70°）＋横ずれ断層の短周期レベル
（レシピ×1.25倍） 

 ―※2 

破壊伝播速度（0.87Vs）＋横ずれ断層の短周期レ
ベル（レシピ×1.25倍） 

 ―※2 

宍道断層による地震の断層モデル図（基本震源モデル） 

宍道断層による地震の地震動評価ケース 

※1 基本震源モデルの断層パラメータ 
断層長さ（39km），断層傾斜角（90°），破壊伝播速度（0.72Vs）， 
すべり角（180°），アスペリティ（２個），短周期レベル（レシピ） 

※2 距離減衰式の評価ケースとしては微視的パラメータ等であることから考慮せず，断層モデルを 
    用いた手法のみ考慮。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 宍道断層による地震 1/2 

：破壊開始点 

：アスペリティ 

※ 傾斜角９０度の断層面を傾斜角０度として図化 
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現在3,700年前5,900年前 (イベント１)
1,137年前

(イベント２)

4,800年前

現在11,000年前25,000年前 3,000年前
(イベント２)

8,000年

11,000年

(イベント１)

14,000年

7,000年前18,000年前

 発生頻度は，地質調査結果，地震調査研究推進本部(2016)及び［新編］日本の活断層等に基づき以下のとおり設定し，
ロジックツリーの分岐として考慮する。 

地質調査結果に基づく発生頻度のロジックツリー 

【地震調査研究推進本部(2016)】 

地震調査研究推進本部(2016)に基づく 
発生頻度のロジックツリー 

• 地質調査結果（南講武におけるトレンチ調査結果）により，宍道断層は約25,000年前以降に２回の活動があり，最新活
動時期としては約3,000～11,000年前の期間であることを推定。 

• 上記より，3,000～11,000年前を「イベント１」，11,000～25,000年前を「イベント２」として，以下に示すように，最新活動時
期は，イベント１期間の（新）3,000年前，（中間）7,000年前，（古）11,000年前に設定し，それぞれの最新活動時期につい
ての平均活動間隔は，それぞれのイベント期間の（新）3,000年前と11,000年前[8,000年]，（中間）7,000年前と18,000年
前[11,000年]，（古）11,000年前と25,000年前[14,000年]を対応させた間隔に設定し，BPT分布に従い発生頻度を算定。 

【地質調査結果】 

• 地震調査研究推進本部(2016)によると，宍道（鹿島）断層の活動時期は奈良時代～鎌倉時代，約3,700～5,900年
前，約7,300～11,000年前とされ，最新活動時期は約3,700～5,900年前であった可能性もあるとされている。 

 また，平均活動間隔は約3,300年～約4,900年とされている。 
• 渡辺ほか(2006)では，鹿島断層の奈良時代～鎌倉時代の最新活動は，出雲の地震に対応する可能性が高いとされ

ている。 
• 上記より，出雲の地震に対応する1,137年前を「イベント１」，3,700～5,900年前を「イベント２」として，最新活動時期は

イベント１の1,137年前，イベント２期間の（新）3,700年前，（中間）4,800年前，（古）5,900年前に設定し，平均活動間隔
は地震調査研究推進本部(2016)に示される間隔より（短）3,300年，（中間）4,100年，（長）4,900年に設定し，それぞれ
の最新活動時期毎に３つの間隔を対応させてBPT分布に従い発生頻度を算定。 

【［新編］日本の活断層，今泉ほか(2018)】 

［新編］日本の活断層，今泉ほか(2018) 
に基づく発生頻度のロジックツリー 

• ［新編］日本の活断層において，宍道断層に該当する法田，高尾山，森山，宍道断層[北][南]，古浦東方の活動
度はＣ級とされており，今泉ほか(2018)では，宍道（鹿島）断層帯の活動度はＢ～Ｃ級とされていることから，宍道
断層の活動度をＢ，Ｃ級と仮定。 

• 上記の活動度から松田(1975)及び奥村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定※し，ポアソン過程に従い発生
頻度を算定。 

  

 
 

 
 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 宍道断層による地震 2/2 

    
 

 

 

 

 

 

    
 

 

 

3,000年前 

11,000年 7,000年前 

14,000年 11,000年前 

平均活動間隔 最新活動時期 

8,000年 

3,300年 1,137年前 

4,100年 3,700年前 

4,900年 4,800年前 

5,900年前 

W=1/3 W=1/2 

W=1/3 W=1/6 

W=1/3 W=1/6 

W=1/6 

平均活動間隔 最新活動時期 

Ｂ級 

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

活動度 

W=1/3 

W=1/3 

W=1/3 

 

※ 松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ[logＬ=0.6Ｍ-2.9]を用いて算定したすべり量Ｄ(m)［logＤ=0.6Ｍ-4.0］及び奥村・石川(1998)に記載の      
   平均変位速度Ｓ（mm/年）［Ｂ級：0.25，Ｃ級：0.0047］から，平均活動間隔Ｔ（年）［Ｔ=1000Ｄ/Ｓ］を算出。 
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特定震源 評価ケース

地震規模Ｍ※3

Xeq
(km)

平均活動間隔※6

（活動度）
松田(1975)

入倉・三宅(2001)
武村(1990)

Ｆ－Ⅲ断層＋
Ｆ－Ⅳ断層＋
Ｆ－Ⅴ断層に
よる地震

基本震源モデル※2 7.6 7.7 17.3

14,500年（B級）
77,300年(Ｃ級)

断層傾斜角（35°） 7.6 ―※4 16.7

破壊伝播速度（0.87Vs） ―※5

すべり角（150°） ―※5

アスペリティ（一塊：横長） ―※4

アスペリティ（一塊：縦長） ―※4

中越沖地震の短周期レ
ベル（レシピ×1.5倍）

―※5

断層位置（Ｆ－①断層＋
Ｆ－②断層＋Ｆ－Ⅴ断層，
断層長さ53km）

―※4 16,700年（B級）
88,700年(Ｃ級)

 検討用地震のうち「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震」の震源モデルについては，決定論による「敷
地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価」において基本震源モデル及び認識論的不確かさとして考慮した以
下の評価ケースをロジックツリーの分岐として考慮する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，松田（1975）により断層長さから算出する方法及び入倉・三宅(2001)により断層
面積から算出した地震モーメントを用いて武村(1990)により算出する方法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，参考にできる地質調査結果や知見がないことから，活動度をＢ，Ｃ級に仮定して松田(1975)及び奥村・
石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定し，ポアソン過程に従い算定する。 

  

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

    

 
 

     

   

   

   

   

 
  

 
  

 
 ： 不確かさを考慮したケース 

132.40ﾟ

132.40ﾟ

132.60ﾟ

132.60ﾟ

132.80ﾟ

132.80ﾟ

133.00ﾟ

133.00ﾟ

35.40ﾟ 35.40ﾟ

35.60ﾟ 35.60ﾟ

0 10 20 km

島根原子力発電所

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の断層モデル図（基本震源モデル） 

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の地震動評価ケース 

※2 基本震源モデルの断層パラメータ 
断層長さ（48km），断層傾斜角（70°），破壊伝播速度（0.72Vs），すべり角（180°），アスペリティ（３個），短周期レベル（レシピ） 

※3 武村(1998)についてはＭとXeqの関係から，距離減衰式として用いる耐専式の適用範囲外となるため考慮しない。 
※4 該当の評価ケースについてはＭとXeqの関係から，距離減衰式として用いる耐専式の適用範囲外となるため考慮しない。 
※5 距離減衰式の評価ケースとしては微視的パラメータ等であることから考慮せず，断層モデルを用いた手法のみ考慮。 
※6  一例として松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川 (1998) 

   に記載の平均変位速度Sから算出した平均活動間隔を記載。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

西側セグメント

30.48km

1

東側セグメント

30km18km

34.76km

 8km

18.00km

18.00km

8.48km

2.76km

：破壊開始点 ：アスペリティ

3

4

※ 傾斜角７０度の断層面を図化

76.7km2 102.2km2

38,3km2

（断層長さ）48km※１ 

※1 各断層の単独破壊も考えられるが，後述（202ページ参照）のとおり，ハザード全体に占める割合は
宍道断層による地震と比較して小さく，規模の小さな各断層の単独破壊を考慮したとしても評価結
果への影響はほとんどないと考えられる。 
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No 震源断層
断層
長さ

（km）

地震規模 Ｍ
Xeq
(km)

平均活動間隔※1

（活動度）松田
（1975）

武村
（1998）

入倉・三宅(2001)
武村（1990）

3 大社衝上断層 28 7.2 7.4 7.2 24.8 44,500年（C級）

4 ＦＫ－１断層 19 7.0 7.1 6.9 31.5
6,300年（B級）

33,700年（C級）

5 Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲＋ＦＫＯ断層※2 36 7.4 7.5 7.4 52.8
11,000年（B級）
58,600年（C級）

6 Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲※2 19 7.0 7.1 6.9 18.1
6,300年（B級）

33,700年（C級）

7 鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層※2 98 8.2 8.3 8.1 71.0
33,300年（B級）

177,000年（C級）

8 大田沖断層 53 7.7 7.8 7.7 64.0
16,700年（B級）
88,700年（C級）

9 Ｆ５７断層 108 8.2 8.3 8.2 90.0
33,300年（B級）

177,000年（C級）

 検討用地震以外の「主要な活断層による地震」の震源モデルについては，地質調査結果及び［新編]日本の活断層
に基づき設定する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，松田（1975）により断層長さから算出する方法，武村(1998)により断層長さから
算出する方法，入倉・三宅(2001)により断層面積から算出した地震モーメントを用いて武村(1990)により算出する方
法をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，［新編］日本の活断層に示される活動度を採用し，活動度が示されていないものはＢ級，Ｃ級に仮定し
て松田(1975)及び奥村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定し，ポアソン過程に従い算定する。 

  
 
 
 

  
 
 

 

  
 

 
 

 
 

         

        
  

 

        
 
 

        
  

 

        
  

 

        
  

 

        
  

 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 主要な活断層による地震 

※1  一例として松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川(1998)に記載の平均変位速度Ｓから算出した
平均活動間隔を記載。 

※2  各断層の単独破壊も考えられるが，後述（202ページ参照）のとおり，ハザード全体に占める割合は宍道断層による地震と比較して小さく，規模の小さな各断層 
の単独破壊を考慮したとしても評価結果への影響はほとんどないと考えられる。 
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分類 No 震源断層
断層長さ

（km）
地震規模

Ｍ
Xeq
(km)

平均活動間隔
（活動度）

地震調査
研究推進

本部
(2016)

25 鹿野－吉岡断層 26 7.2 105.8 6,900年※2

26 那岐山断層帯 32 7.3 100.3 38,500年※2

27 筒賀断層 58 7.8 123.1 12,000年

28 日南湖断層 13 6.9 48.5 20,000年

29 岩坪断層 10 6.9 101.0 20,000年

30 安田断層 5 6.9 90.5 20,000年

［新編］
日本の
活断層

31 角ヶ山南断層 6 6.9 99.1 29,400年（C級）※1

32 債原断層 3.3 6.9 91.9 29,400年（C級）※1

33 尾田断層 2.5 6.9 72.4 29,400年（C級）※1

34 大立断層 1 6.9 67.3 29,400年（C級）※1

35 庄原断層 10 6.9 75.5 29,400年（C級）※1

36 上布野・二反田断層 7 6.9 75.2 29,400年（C級）※1

37 山内断層 8 6.9 78.5 29,400年（C級）※1

38 畠敷南断層 5 6.9 82.0 29,400年（C級）※1

39 船佐断層 6 6.9 89.0 29,400年（C級）※1

分類 No 震源断層
断層長さ

（km）
地震規模

Ｍ
Xeq
(km)

平均活動間隔
（活動度）

地質調査
結果

10 田の戸断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1

11 大船山東断層 4 6.9 16.1 29,400年（C級）※1

12 仏経山北断層 5 6.9 26.2 29,400年（C級）※1

13 東来待－新田畑断層 11 6.9 20.2 29,400年（C級）※1

14 柳井断層 2 6.9 18.3 29,400年（C級）※1

15 三刀屋北断層 7 6.9 32.1 29,400年（C級）※1

16 半場－石原断層 5 6.9 25.7 29,400年（C級）※1

17 布部断層 8 6.9 32.1 29,400年（C級）※1

18 東忌部断層 3 6.9 17.3 29,400年（C級）※1

19 山王寺断層 3 6.9 22.2 29,400年（C級）※1

20 大井断層 5 6.9 16.0 29,400年（C級）※1

21 Ｆｈ－１断層 7 6.9 34.3 29,400年（C級）※1

22 Ｆｈ－２断層 5 6.9 44.2 29,400年（C級）※1

23 Ｆｈ－３断層 5.5 6.9 43.2 29,400年（C級）※1

24 Ｆｈ－４断層 4.5 6.9 50.4 29,400年（C級）※1

 検討用地震以外の「その他の活断層による地震」の震源モデルについては，地質調査結果，地震調査研究推進本
部(2016)及び［新編]日本の活断層に基づき設定する。 

 距離減衰式に用いる地震規模Ｍは，文献に記載がある活断層についてはその値を採用することとし，孤立した短い
活断層については震源断層が地震発生層（深さ2～20km）の上限から下限まで拡がっているものと仮定し，その断
層幅は18km，断層長さも断層幅と同等の18kmでモデル化し，松田(1975)に基づきＭ6.9として設定する。 

 発生頻度は，地震調査研究推進本部(2016)または［新編］日本の活断層に示される最新活動時期，平均活動間隔
及び活動度を採用し，示されていないものは活動度をＣ級に仮定する。活動度を用いる場合は，松田(1975)及び奥
村・石川(1998)に基づき平均活動間隔を設定する。なお，1943年鳥取地震の震源断層として活動した鹿野－吉岡断
層はＢＰＴ分布，それ以外の活断層はポアソン過程に従い発生頻度を算定する。 

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

        

        

        

        

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

       

       

       

       

       

       

 
 
 

 

       

       

       

       

       

        

       

       

       

※1 松田(1975)に基づき断層長さから求めたＭ(Ｌ→Ｍ)を用いて算定したすべり量Ｄ(Ｍ→Ｄ)及び奥村・石川(1998)に記載の平均変位速度Ｓから平均活動間隔を算出。 
※2 地震調査研究推進本部(2016)に記載の平均活動間隔の中央値。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．２ 特定震源モデル 

 その他の活断層による地震 
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 領域震源モデルとしては，萩原(1991)及び垣見ほか(2003)の領域区分における敷地から100km以内に位置する領
域を対象とする。 

 

島根原子力発電所 

100km 

島根原子力発電所 

垣見ほか（2003）に基づく対象領域 萩原（1991）に基づく対象領域 

100km 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．３ 領域震源モデル 

 領域震源モデル 1/2 

［萩原（1991）に一部加筆。］ ［垣見ほか（2003）に一部加筆。］ 
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文献 対象領域 最大Ｍ 根拠となる歴史地震 b値 震源深さ

萩原(1991)

Ｌ２
※1 7.3 2000年鳥取県西部地震 0.872

地震発生層内
（深さ2～20km）で
一様分布

Ｍ※2

6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震

0.811

6.9 2007年能登半島地震

垣見ほか(2003)

10C4 7.0 868年播磨・山城の地震 0.701

10C5 7.3 2000年鳥取県西部地震 1.002

10D1 6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 0.824

10D2 6.6 1940年島根県沖の地震 1.448

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．３ 領域震源モデル 

 領域震源モデル 2/2 

 領域震源の最大マグニチュードは，各領域で過去に発生した地震のうち，活断層と関連づけることが困難な
地震の最大規模とする。また，下表に示す文献に記載されている地震の最大マグニチュードに幅がある場合
には，その中央値，上限値，下限値をロジックツリーの分岐として考慮する。 

 発生頻度は，気象庁カタログの1923年以降のデータに基づきＧ－Ｒ式により算定する。 

 震源深さは，地震発生層内（深さ2～20km）で一様分布するものとしてモデル化する。 

      

 

    

 

 

  

 

  

 

    

    

    

    

※1 萩原(1991)のL2領域における最大Ｍは1872年浜田地震による7.1±0.2であるが，萩原(1991)以降に起こった2000年鳥取県西部地震の 
    Ｍは7.3であり，1872年浜田地震のＭ以上となることから，最大Ｍを7.3に設定。 
※2 萩原(1991)のＭ領域における最大Ｍは1729年能登の地震による6.6～7.0であるが，萩原(1991)以降に起こった2007年能登半島地震の   
    Ｍは6.9であり，1729年能登の地震のＭの中央値より大きく，上限値より小さいことから，それぞれの地震を考慮して最大Ｍを設定。 
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考慮する震源 評価手法 補正係数 ばらつき
ばらつきの
打ち切り

特
定
震
源

検討用
地震

宍道断層による地震

断層モデル ―
破壊開始点６点

[ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（正方形，縦長）：５点]
―

Abrahamson 
et al.(2014)

―
0.65～0.88

［Abrahamson et al.(2014)］
3σ

Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層
＋Ｆ－Ⅴ断層による地震

断層モデル ―
破壊開始点６点

[ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長， 縦長）：５点]
―

耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

検討用
地震以外

主要な活断層による地震 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

その他の活断層による地震 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

領域震源 耐専式
耐専式の内陸補正

有り，無し
0.53

[耐専式]
3σ

 地震動伝播モデルとしては，特定震源モデルのうち「宍道断層」は敷地の極近傍に位置しており，また「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ
－Ⅴ断層」については評価ケースにおいて，耐専式の適用範囲外となるケースがあり，敷地に比較的近いことから，断層モデルを用
いた手法と距離減衰式の両者を用いる。その重みについては，震源が敷地に近い地震は断層モデルを用いた手法を重視するという
観点から，断層モデルを用いた手法を4/5，距離減衰式を1/5として設定する。 

 その他の震源モデルは距離減衰式を用い，基本的に耐専式により評価し，内陸補正の有無を考慮する。その重みについては，島根
原子力発電所の観測記録に基づき作成したサイト補正係数が，耐専式の内陸補正係数をかなり下回っており，また中国地方で発生
した地震の短周期レベルは新潟県中越沖地震の短周期レベル（内陸補正無しが該当）に比べてかなり小さい傾向であることから，補
正有りを3/4，補正無しを1/4として設定する。（補足説明資料152～153ページ）また，震源が敷地に近く耐専式の適用範囲外となる
「宍道断層による地震」はAbrahamson et al.(2014)による距離減衰式※を用いる。  

 距離減衰式のばらつきは各式で評価されたばらつきを用い，打ち切り範囲は対数標準偏差の３倍とする。断層モデルを用いた手法
のばらつきは６点の破壊開始点（アスペリティの不確かさは５点）により考慮する。 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．４ 地震動伝播モデル 

 地震動伝播モデル 

     
 

 
 
 
 

 
 

 

  
 

    
 

  
   

 
 

   
 

 
   

  
 

   
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

※ 地震PRA実施基準2007年版において，原子力発電所施設に対しての適用性が高いと考えられる距離減衰式の代表例として，Abrahamson and Silva(1997) 
   が示され，また2015年版ではAbrahamson et al.(2014)を含むNGAプロジェクトで提案されている距離減衰式などがあるとされていることから，距離減衰式と 
  してはAbrahamson and Silva(1997)を更新した最新版のAbrahamson et al.(2014)を用いる。  
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 宍道断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

基本震源モデル 

3,000年前 
断層傾斜角 

11,000年 7,000年前 破壊伝播速度 

14,000年 11,000年前 

3,300年 1,137年前 

4,100年 3,700年前 

4,900年 4,800年前 

5,900年前 

W=1/2 

W=1/3 
W=1/18 

W=1/3 W=1/18 

W=1/3 
W=1/18 

W=1/3 W=1/2 

W=1/3 W=1/6 

W=1/3 W=1/6 

W=1/6 

平均活動間隔 最新活動時期 

8,000年 

基本震源モデル 

断層モデルを 
用いた手法 

地震動評価手法 

距離減衰式 
     [Abrahamson  
       et al.(2014)] 

W=4/5 

W=1/5 

断層傾斜角 

評価ケース※ 

入倉・三宅（2001） 

武村（1998） 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

地震規模 
発生頻度 

すべり角 

W=1/18 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（一塊:正方形） 

W=1/18 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（一塊:縦長） 

W=1/18 

中越沖地震の 
短周期レベル 

W=1/18 

断層傾斜角 ＋ 
破壊伝播速度 

W=1/18 

断層傾斜角 ＋ 

横ずれ断層の短周期ﾚﾍﾞﾙ 

W=1/18 

破壊伝播速度 ＋ 

横ずれ断層の短周期ﾚﾍﾞﾙ 

ばらつき 

Abrahamson  
et al.(2014) 
のばらつき 

破壊開始点６点 
 （ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（正方形，   
  縦長）：５点） 

Ｂ級 

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 特定震源：宍道断層による地震 

特定震源 （宍道断層による地震） 

モデル 

地質調査結果 

地震調査研究 
推進本部(2016) 

[新編]日本の活断層 
今泉ほか(2018) 

W=1/3 

W=1/3 

W=1/3 

活動度 

※ アスペリティ位置の不確かさについては，感度解析を行った結果，  
    その不確かさを考慮した場合と考慮しない場合の宍道断層による地  
    震の平均ハザード曲線は同程度であり，地震ハザード評価に大きな 
    影響を及ぼさないことから，ロジックツリーの分岐として考慮しない。     
  （補足説明資料154～156ページ参照。） 

Ｗ：重み 
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 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

基本震源モデル 

Ｃ級 

断層傾斜角 

破壊伝播速度 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/2 

W=1/14 

W=1/14 

Ｂ級 

断層傾斜角 

断層モデルを 
用いた手法 

地震動評価手法 

距離減衰式 
[耐専式] 

W=4/5 

W=1/5 

評価ケース 

松田（1975） 

入倉・三宅(2001) 
武村（1990） 

W=1/2 

W=1/2 

地震規模 活動度 

松田（1975） 

ばらつき 

すべり角 

W=1/14 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長） 

W=1/14 

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（縦長） 

W=1/14 

中越沖地震の 
短周期レベル 

W=1/14 

断層位置 

W=1/14 

破壊開始点６点 
 （ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（横長， 
   縦長）：５点） 

β=0.53 

W=1/2 

基本震源モデル 

W=1/2 

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

特定震源 （Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震） 

耐専式 
（内陸補正有り） 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=3/4 

W=1/4 

Ｗ：重み 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 特定震源：主要な活断層による地震，その他の活断層による地震 

Ｃ級 

W=1/2 

W=1/2 

Ｂ級 

地震動評価手法 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

松田（1975） 

武村（1998） 

W=1/3 

W=1/3 

地震規模 

入倉・三宅(2001) 
武村（1990） 

W=1/3 耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

大社衝上断層 大社衝上断層以外 

活動度 

Ｃ級 

ばらつき 

β=0.53 

Ｃ級 

地震動評価手法 

耐専式 
 （内陸補正有り） 

W=3/4 

耐専式 
 （内陸補正無し） 

W=1/4 

地震調査研究推進本部
(2016)に記載の活断層 

左記以外の 
活断層 

発生頻度 

Ｍ6.9 

地震調査研究推進本部
(2016)に記載の活断層 

孤立した短い 
活断層 

地震規模 

地震調査研究推進本部
(2016) 

ばらつき 

β=0.53 

特定震源 （主要な活断層による地震） 

特定震源 （その他の活断層による地震） 

（孤立した短い活断層を除く） 

[新編]日本の活断層
に記載の活断層 

[新編]日本の活断層 

 主要な活断層及びその他の活断層による地震のロジックツリーを以下に示す。 

Ｗ：重み 

地震調査研究推進本部
(2016) 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．５ ロジックツリー 

 領域震源 

Ｇ-Ｒ式 

地震動評価手法 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

垣見ほか（2003） 

地震地体構造区分 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

10D2 

発生頻度 

Ｍ6.6 Ｍ7.3 

10C5 10C4 

最大Ｍ 

Ｍ7.0 Ｍ6.6 

10D1 

Ｍ6.8 

Ｍ7.0 

W=1/4 

W=1/2 

W=1/4 

萩原（1991） 

ばらつき 

Ｌ２ 

Ｍ7.3 Ｍ6.6 

Ｍ 

Ｍ6.8 

Ｍ7.0 

W=1/8 

W=1/4 

W=1/8 

Ｍ6.9 

β=0.53 

耐専式 
（内陸補正有り） 

W=3/4 

耐専式 
（内陸補正無し） 

W=1/4 

領域震源 

W=1/2 

 領域震源のロジックツリーを以下に示す。 

Ｗ：重み 

W=1/2 

W=1/2 
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[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果  

 平均ハザード曲線 

平均ハザード曲線 

 ロジックツリーに基づき，以下の平均ハザード曲線を評価した。 

水平方向 鉛直方向 

 　 　  　 　  
 　　   　　  
 　　   　　  

 平均ハザード曲線

142 

510 

775 

1435 

 　 　  　 　  
 　　   　　  
 　　   　　  

 平均ハザード曲線

85 

324 

459 

858 
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[周期：0.02秒]

0 500 1000 1500 2000 250010-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

年
超

過
確

率

最大加速度（cm/s2）

 　 　  　 　  
 　　   　　  
 　　   　　  

[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 フラクタイルハザード曲線 

フラクタイルハザード曲線 

 ロジックツリーに基づき，以下のフラクタイルハザード曲線を評価した。 

水平方向 鉛直方向 

 10％　 　  40％　 　  70％
 20％　　  50％ 　　  80％
 30％　　  60％ 　　  90％

 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）
 10％　 　  40％　 　  70％
 20％　　  50％ 　　  80％
 30％　　  60％ 　　  90％

 平均ハザード曲線

（フラクタイルハザード曲線）
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[周期：0.02秒]
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 平均ハザード曲線（特定震源）
 平均ハザード曲線（領域震源）

 平均ハザード曲線
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[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 震源別ハザード曲線 

震源別ハザード曲線 

 特定震源と領域震源の震源別のハザード曲線を比較すると，年超過確率が10-4程度より低い範囲では特定震源
の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

 平均ハザード曲線（特定震源）
 平均ハザード曲線（領域震源）

 平均ハザード曲線
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[周期：0.02秒]

 

0 500 1000 1500 2000 250010-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

 宍道断層による地震
 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震
 主要な活断層による地震
 その他の活断層による地震

 平均ハザード曲線（特定震源）

６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 特定震源の震源別ハザード曲線 

震源別ハザード曲線 

 特定震源の各震源別のハザード曲線を比較すると，宍道断層による地震の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

 宍道断層による地震
 Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震
 主要な活断層による地震
 その他の活断層による地震

 平均ハザード曲線（特定震源）
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 萩原(1991)全体
 萩原(1991) Ｌ２
 萩原(1991）Ｍ

 垣見ほか(2003)全体
 垣見ほか(2003)10C4
 垣見ほか(2003)10C5
 垣見ほか(2003)10D1
 垣見ほか(2003)10D2

 平均ハザード曲線（領域震源）

 萩原(1991)全体
 萩原(1991) Ｌ２
 萩原(1991）Ｍ

 垣見ほか(2003)全体
 垣見ほか(2003)10C4
 垣見ほか(2003)10C5
 垣見ほか(2003)10D1
 垣見ほか(2003)10D2

 平均ハザード曲線（領域震源）

年
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率

最大加速度（cm/s2）

 
  
 

[周期：0.02秒]
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．６ 地震ハザード評価結果 

 領域震源の領域別ハザード曲線 

 領域震源の領域別のハザード曲線を比較すると，萩原(1991)におけるＬ２領域の影響が大きい。 

水平方向 鉛直方向 

領域別ハザード曲線 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．７ 年超過確率の参照 

 一様ﾊｻﾞｰﾄﾞｽﾍﾟｸﾄﾙと基準地震動Ｓｓの比較 

 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ｓｓの応答スペクトルを比較すると，基準地震動Ｓｓ－Ｄの年超過確率は，
周期0.2秒より短周期側では10-４～10-５程度，それより長周期側では10-５～10-６程度である。また，基準地震動
Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２は基準地震動Ｓｓ－Ｄに包絡されており，それらの年超過確率は周期0.5秒より短周期側
では10-４～10-５程度，それより長周期側では10-３～10-４程度である。 

基準地震動及び一様ハザードスペクトル 
水平方向 鉛直方向 

10-6 

10-5 

10-4 

10-3 

10-6 

10-5 

10-4 

10-3 
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６．基準地震動の年超過確率の参照 ６．７ 年超過確率の参照 

 一様ﾊｻﾞｰﾄﾞｽﾍﾟｸﾄﾙと基準地震動Ｓｓ－Ｎの比較 

 領域震源のみの一様ハザードスペクトルと震源を特定せず策定する地震動による基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及び
Ｓｓ－Ｎ２の応答スペクトルを比較すると，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の年超過確率は10-４～10-６程度
である。 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ及び領域震源の一様ハザードスペクトル 

水平方向 鉛直方向 

10-6 

10-5 

10-4 

10-3 

10-6 

10-5 

10-4 

10-3 
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